
　　

石
岡
市
の
実
質
公
債
費
比
率
は
、

早
期
健
全
化
基
準
を
13
ポ
イ
ン
ト
ほ

実
質
公
債
費
比
率
は

　

11
・
６
％
で
基
準
超
え
ず

● 
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合
わ
せ
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線
２
３
４
）

　

四
つ
の
指
標
に
は
、
健
全
化
を
判

断
す
る
二
つ
の
基
準
が
あ
り
ま
す
。

●
早
期
健
全
化
基
準

　

比
率
が
イ
エ
ロ
ー
ゾ
ー
ン
に
入
る

と
「
財
政
健
全
化
計
画
」
の
策
定
と

公
表
な
ど
が
義
務
づ
け
ら
れ
ま
す
。

●
財
政
再
生
基
準

　

比
率
が
レ
ッ
ド
ゾ
ー
ン
に
入
る
と
、

市
は
「
財
政
再
生
計
画
」
の
策
定
と

公
表
だ
け
で
な
く
、
借
り
入
れ
の
制

限
や
総
務
大
臣
か
ら
予
算
変
更
な
ど

の
勧
告
を
受
け
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

　

市
と
一
部
事
務
組
合
が
、
将
来
負

担
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
借
り
入
れ

や
債
務
負
担
行
為
な
ど
の
総
額
は
約

５
５
３
億
４
０
０
０
万
円
で
す
が
、
そ

の
う
ち
約
２
９
７
億
７
０
０
０
万
円

は
、
地
方
交
付
税
に
よ
る
措
置
が
見
込

ま
れ
ま
す
。
さ
ら
に
、
そ
の
他
の
基

金
や
特
定
財
源
を
除
い
た
金
額
を
、

市
の
一
般
的
な
財
源
で
割
り
返
し
た

結
果
、
市
の
将
来
負
担
比
率
は
76
・

５
％
（
22
年
度
は
80
・
１
％
）
と
な

り
ま
し
た
。
こ
れ
は
「
市
が
将
来
負

市
の
財
政
は

　
　

健
全
な
状
況
で
す

市
財
政
の
健
全
化
判
断
比
率
等
の
お
知
ら
せ

健全化判断比率 石岡市 早期
健全化基準

財政
再生基準

実質赤字比率 －（赤字なし）
（参考値△ 10.76）     12.57 　20.00

連結実質赤字比率 －（赤字なし）
（参考値△ 13.83）     17.57 　30.00

実質公債費比率 11.6     25.0 　35.0
将来負担比率 76.5   350.0

（単位：％）

　実質赤字比率・連結実質赤字比率は、ともに赤字額がないため「－」
と表示し、参考値として黒字の程度（比率）を△で示しています。

平成 23 年度決算に基づく 市の健全化判断比率

　

実
質
赤
字
比
率
・
連
結
実
質
赤
字

比
率
は
、
平
成
22
年
度
に
引
き
続

き
、
と
も
に
赤
字
額
が
な
か
っ
た
た

め
、
比
率
は
「
な
し
」
と
な
り
ま
し

た
。
な
お
、
計
算
上
算
定
さ
れ
る
黒

字
の
程
度
（
マ
イ
ナ
ス
値
で
表
示
）

は
、
実
質
赤
字
比
率
が
マ
イ
ナ
ス

10
・
76
％
（
22
年
度
は
マ
イ
ナ
ス
５
・

39
％
）、
連
結
実
質
赤
字
比
率
が
マ

イ
ナ
ス
13
・
83
％
（
22
年
度
は
マ
イ

ナ
ス
８
・
65
％
）
で
し
た
。

ど
下
回
る
11
・
６
％
（
22
年
度
は

12
・
４
％
）
で
し
た
。
言
い
換
え
る

と
「
市
の
一
般
的
な
財
源
の
う
ち

11
・
６
％
を
借
り
入
れ
の
返
済
（
公

債
費
）
に
充
て
た
」
と
い
う
こ
と
に

な
り
ま
す
。

　

市
が
一
般
財
源
か
ら
借
り
入

れ
の
返
済
に
充
て
た
総
額
は
約

41
億
４
０
０
０
万
円
で
し
た
が
、
う

ち
約
24
億
円
は
地
方
交
付
税
と
し
て

措
置
さ
れ
る
た
め
、
実
質
の
充
当
額

は
約
17
億
４
０
０
０
万
円
で
し
た
。

　

実
質
公
債
費
比
率
は
、
21
・
22
年

度
と
同
じ
く
早
期
健
全
化
基
準
を
下

回
り
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
公
債
費
に
つ
い
て
は
、

今
後
、
駅
周
辺
整
備
や
庁
舎
建
設
、

市
道
整
備
な
ど
に
よ
り
増
加
し
て
い

く
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、

人
件
費
や
扶
助
費
、
公
債
費
の
よ
う

に
継
続
的
な
支
出
を
必
要
と
す
る
経

費
が
一
般
財
源
の
う
ち
87
・
１
％
と

い
う
高
い
割
合
を
占
め
て
い
る
た

め
、
今
回
の
比
率
は
楽
観
視
で
き
る

数
値
と
は
言
え
ま
せ
ん
。
市
と
し
て

は
、引
き
続
き
経
費
の
節
減
に
向
け
、

努
力
し
て
い
き
ま
す
。

　

平
成
19
年
に
「
地
方
公
共

団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関

す
る
法
律
」
が
公
布
さ
れ
、

市
は
財
政
状
況
を
四
つ
の
指

標
で
表
す
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。
　

　
平
成
23
年
度
決
算
に
基
づ

く
石
岡
市
の
指
標
は
昨
年
度

に
引
き
続
き
、
い
ず
れ
も
健

全
な
状
況
を
示
す
数
値
と
な

り
ま
し
た
。

借
り
入
れ
等
の
将
来
負
担
は

　

一
般
財
源
の
約
０
・
８
年
分

二
つ
の
赤
字
比
率
は
「
な
し
」

グラフから見た市の財政健全度  平成23年度決算

★ 印は、市の現況

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

★の位置から、石岡市が基準内にあることがわかります。

■ 財政再生基準

■ 早期健全化基準
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今
回
、
健
全
化
判
断
比
率
等
を
算

定
し
た
結
果
、
石
岡
市
の
財
政
状
況

は
「
健
全
段
階
」
に
あ
る
こ
と
が
分

か
り
ま
し
た
。
今
後
、
駅
周
辺
整
備

や
庁
舎
整
備
を
は
じ
め
、
歳
出
の
増

大
が
見
込
ま
れ
る
な
ど
、
財
政
運
営

は
難
し
い
状
況
に
あ
り
ま
す
が
、
ス

ク
ラ
ッ
プ
・
ア
ン
ド
・
ビ
ル
ド
を
基

本
と
す
る
事
業
の
重
点
化
・
効
率
化

　

実
質
公
債
費
比
率
や
将
来
負
担
比

率
は
、
地
方
債
な
ど
の
借
入
金
額
の

大
き
さ
が
数
値
の
決
め
手
に
な
り
ま

す
。
で
は
、
な
ぜ
市
は
借
り
入
れ
を

行
う
の
で
し
ょ
う
か
。

　

市
が
借
り
入
れ
を
行
う
こ
と
に
は

「
長
く
使
用
で
き
る
施
設
の
整
備
費

用
は
、
次
の
世
代
に
も
負
担
し
て
も

ら
い
、
世
代
間
の
公
平
性
を
確
保
し

よ
う
」
と
い
う
意
味
が
あ
り
ま
す
。

30
年
返
済
の
借
り
入
れ
を
す
れ
ば
、

そ
の
年
数
の
間
に
施
設
を
利
用
す
る

市
民
が
、
整
備
費
用
を
公
平
に
負
担

す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
考
え
の
も
と
、
市
は

　

健
全
化
判
断
比
率
と
と
も
に
算
定

し
た
も
の
に
、
公
営
企
業
に
係
る
資

金
不
足
比
率
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
比

率
は
、
事
業
の
規
模
に
対
す
る
資
金

不
足
額
の
割
合
を
示
す
も
の
で
す

が
、当
市
の
公
営
企
業
で
あ
る
水
道
、

事業名 資金不足
比率 経営健全化基準

水道事業 －（なし） 20.0

簡易水道事業 －（なし） 20.0

下水道事業 －（なし） 20.0

農業集落排水事業 －（なし） 20.0

市公営企業に係る資金不足比率
（単位：％）

平成 23 年度決算

担
す
る
と
見
込
ま
れ
る
借
り
入
れ
な

ど
の
総
額
は
、
市
の
一
般
的
な
財
源

の
約
０
・
８
年
分
に
当
た
る
」
と
い

う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

比
率
が
22
年
度
と
比
較
し
て
３
・

６
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
た
主
な
要
因
は
、

基
金
を
積
み
増
し
し
た
こ
と
や
一
部

事
務
組
合
へ
の
負
担
金
見
込
額
が
減

少
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

簡
易
水
道
、
下
水
道
、
農
業
集
落
排

水
の
各
事
業
は
い
ず
れ
も
資
金
不
足

が
生
じ
な
か
っ
た
た
め
、
算
定
結
果

は
表
の
と
お
り
「
な
し
」
と
な
り
ま

し
た
。

地
方
債
の
多
く
を
施
設
の
建
設
や
道

路
、
下
水
道
、
農
業
集
落
排
水
な
ど

都
市
基
盤
の
整
備
に
充
て
て
き
ま
し

た
。
し
か
し
、
家
計
が
厳
し
い
と
き

に
節
約
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の

は
、
市
も
一
般
家
庭
も
同
じ
で
す
。

●健全化判断比率
　実質赤字比率、連結実質赤字比率、
実質公債費比率、将来負担比率の総
称で、異なった範囲の会計を対象に
算定します。

●実質赤字比率
　市の標準財政規模

※１
に占める普

※２
通会

計の赤字額の割合を示します。なお、
普通会計が赤字でない場合、この実
質赤字比率は「なし」となります。
※ 1 標準財政規模……標準的な状態
で収入が見込まれる一般財源（市税
や普通交付税など使途が特定されな
い財源と、財源不足を補てんするた
め特例的に認められる地方債の発行
可能額の合計）です。
※ 2 普通会計……各地方自治体の会
計の範囲を統一し、統計上の整理、
比較を容易にするために総務省が定
めた会計区分。23 年度の当市の場
合、一般会計と授産所・霊園事業の
各特別会計を合わせたものになりま
す。　

●連結実質赤字比率
　市の標準財政規模に占める全会計
の赤字額の割合を示します。赤字額
の考え方と、会計が赤字でない場合
に比率が「なし」となるのは、実質
赤字比率と同様です。

●実質公債費比率
　市の標準財政規模に占める、市と
市が加入する一部事務組合・広域連
合（霞台厚生施設組合や新治地方広
域事務組合など）が起こした借り入
れの返済額の割合を示し、過去３か
年の平均値をその年度の比率とする
ことになっています。

●将来負担比率
　市の標準財政規模に占める、普通
会計が将来的に負担すると見込まれ
る、市、一部事務組合・広域連合、
地方公社・第三セクター等（市産業
文化事業団など）の借り入れ、債務
負担などの割合を示します。これは

「市が将来負担すると見込まれる借
り入れなどの総額は、市の一般的な
財源の何年分に当たるか」というも
ので、比率が 100 であれば 1 年分、
150 であれば 1.5 年分と言えます。

用語の説明
資
金
不
足
比
率
は
「
な
し
」

な
ぜ
、
市
は
地
方
債
を

          

借
り
入
れ
し
て
い
る
の
か

財
政
の
健
全
化
に
向
け
て

　市は「地方公共団体の財政の健全化に関する法
律」により、健全化判断比率・資金不足比率を算
定しました。これは、地方財政の早期健全化と分
かりやすい財政状況の情報開示などのための比率
です。平成 23 年度決算に基づく各比率の内容を
お知らせします。
＊文中、平易な表現とするため、説明を簡略化し
た箇所等があります。

を
行
う
な
ど
、
財
政
の
健
全
化
に
努

力
を
続
け
て
い
き
ま
す
。

　７　 広報いしおか 11 月 1 日号  №１７０


